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日次終値 
200日移動平均 

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 20,033 -0.5% 1.9% 4.8%
東証株価指数（TOPIX） 1,611 0.0 2.8 6.1
東証REIT指数 1,694 -1.8 -3.1 -8.7
米ダウ平均株価 21,349 -0.2 1.6 8.0
米S&P500指数 2,423 -0.6 0.5 8.2
米MSCI REIT指数 1,154 -1.5 1.5 0.6
MSCI ワールド（先進国） 1,916 -0.4 0.2 9.4
MSCI AC欧州 450 -0.3 -1.3 12.7
MSCI エマージング 1,010 -0.1 0.5 17.2
MSCI ACアジア（日本を除く） 625 -0.3 1.1 21.6
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 112.39 1.0% 1.5% -3.9%
ユーロ 128.40 3.1 3.1 4.4
豪ドル 86.42 2.6 5.0 2.6
ニュージーランド・ドル 82.38 1.6 5.0 1.7
ブラジル・レアル 33.97 2.1 -1.0 -5.5
メキシコ・ペソ 6.20 0.3 4.2 9.9
トルコ・リラ 31.91 0.6 1.6 -4.6
南アフリカ・ランド 8.58 -0.3 1.4 0.6
中国人民元 16.57 1.8 2.0 -1.5
インドネシア・ルピア (x100) 0.84 0.8 1.4 -2.9
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.30 0.16 0.10 -0.14
ドイツ10年 0.47 0.21 0.16 0.26
日本10年 0.09 0.03 0.04 0.04
ブラジル2年 9.09 -0.11 -0.39 -1.94
メキシコ2年 6.60 0.07 -0.65 -0.19
トルコ2年 11.12 0.02 0.08 0.49
インドネシア2年 6.46 0.00 -0.08 -1.00
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,242 -1.1% -2.6% 7.9%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 46 7.0% -4.7% -14.3%
VIXボラティリティ指数 11.0 11.6% 7.4% -20.4%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年7月1日~2017年6月30日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年7月1日~2017年6月30日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年7月1日~2017年6月30日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 6月30日      ユーロ圏:6月消費者物価指数速報、実績前年比+1.3% 
• 6月30日   米国：5月PCEコアデフレーター、実績前年比+1.4% 

Q. 先週の米国株式市場の動きは？ 
下落。欧州中央銀行のドラギ総裁の発言をきっかけに、欧米の長期金利が
上昇したことが嫌気された。業種別で見ると、年初来の上昇相場のけん引役
だったITセクターや、金利が低位安定する環境下で買われてきた公益、電気
通信、生活必需品などの配当利回りが高いセクターが軟調に推移した。 

Q. 今週の主なイベントは？ 
• 7月3日        中国：6月Caixin製造業PMI、市場予想49.8、前月49.6 
• 7月3日        米国：6月ISM製造業景気指数、市場予想55.2、前月54.9 
• 7月7日        米国：6月雇用統計、非農業部門雇用者数の前月差、 
                                市場予想+17.7万人、前月+13.8万人 
• 7月7-8日     G20首脳会議（独ハンブルク） 

Q. 今後の豪ドルとオーストラリア中銀の金融政策の見通しは？ 
• 【豪ドルは足元で上昇】 豪ドル・円は、先週末時点で、今年3月下旬以来

の水準（1豪ドル＝86円台半ば）を回復した（※下図を参照）。金融市場で
は、今週4日のオーストラリア中銀（RBA）の金融政策会合では、政策金利
の据え置きが見込まれているものの、「いずれ、利上げに動く」との期待が
高まっていることなどが、足元の豪ドル高の背景にあると考える。 

• 【RBAの金融政策の見通し】 すぐに「利上げ」は実施せず、むしろ年末に
かけて、「利下げ」観測が高まるリスクがあると見る。足元では、住宅価格
の上昇や、労働市場の改善傾向などが見られるものの、RBAはインフレ
圧力はそこまで強くないと見ていることから、すぐに政策金利を引き上げる
可能性は低いと考える。むしろ、今後は、中国経済の減速とそれに伴う資
源価格の低迷が、鉄鉱石や石炭などを輸出する豪州の実体経済に悪影
響を与えることが懸念され、「利下げ」に向かうリスクがあると見る。 

• 【豪ドル・円の見通しと注目材料】 当面はレンジで推移すると見ているが、
年末にかけて、金融市場の利上げ期待が低下する可能性があることから、
豪ドル安・円高のリスクに注意したい。また、下図の通り、豪ドル・円相場
は資源価格との連動性が高いため、資源消費大国かつ豪州の主要輸出
先である中国の景気指標を、引き続き注視したい。 
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＜資源価格と豪ドル・円の推移＞ 

出所：J.P.Morgan、Bloomberg Finance L.P.、J.P. Morgan Asset Management  
注：期間は、2000年初～2017年6月30日。コモディティ価格指数は、1989年12月29日=100。 

（注）2012年11月から2013年4月にかけては、日銀の金融緩和への期待から「円安」が進んだ。 
                                                    1豪ドル=円 
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出所： Bloomberg Finance L.P., J.P. Morgan Asset Management 
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